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神 戸 市 職 員 措 置 請 求 書 

 

第１ 請求の趣旨 

１ 神戸市及び神戸市の外郭団体が、港島自治連合協議会・港島ふれあいセン

ター・港島福祉協力会等（港島関連団体）に対して極めて多額の不明朗な補

助金・委託料等を長年にわたって支出していた問題【平成２６年度だけでも

１億５０００万円にものぼる】が、神戸新聞等の連日の報道により明らかに

されてきた。港島関連団体の代表者はいずれも安田登氏であり、同氏を巡っ

ては、港島学園の学校運営に関して不当要求が行われていたことや、港島開

発に関連して神戸市の関係部局と同氏との長年のしがらみが問題の背後にあ

るのではないかとの疑念も出されている。 

  この問題は神戸市議会でも繰り返し取り上げられ、久元市長は行財政局を

中心に、平成２７年度及び平成２８年度に執行された補助金、委託料等（平

成２７年度：１９事業、平成２８年度：１９事業 計３８事業）について、

平成２９年３月１７日に調査結果報告書を公表した。 

  極めて短期間に出されたこの調査結果報告書については、市議会・報道機

関や市民からも多くの疑問が出され、神戸市による事件の幕引きを図ったも

のではないかとの指摘もなされている。問題点として以下の諸点が挙げられ

る。 

① 港島関連団体に出された補助金・委託料は神戸市会計以外にも、社会福

祉協議会やみなと総局にかかわる株式会社 OM こうべ関連の支出もあるが 

  全て調査対象から除外している。 

② 港島関連団体への支出は、長年にわたって継続され、港島関連団体と神

戸市の長年にわたるしがらみ等が指摘されているにもかかわらず、平成２

７年度、平成２８年度に限ってのみ調査し、過去にさかのぼって、問題の

構造を明らかにしようとはしていない。 

③ また、当該団体に補助金・委託事業の執行に関して、問い合わせ、資料

の提出等求める等の基本的調査を放棄している。その結果、調査は、担当

部局から提出された内部資料のみを手続き上瑕疵があるか否かの表面的調

査に終始しており、港島関連団体等の関係書類（補助金・委託事業に関わ

る領収書等、公金の適正な執行を証明する書類）の提出を求めていない等、

全ての事業において公金の適正な執行の確認が行われていない。 

④ 調査結果は、全て行政の事務執行上のミスであったとの説明に終始し、 
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  どのような理由により、事務執行上のミスが頻発しているのかについて 

  詳細な原因究明を全く行っていない。 

⑤ 神戸市は事務執行上の軽微なミスとして報告しているが、数多くの法令

違反が継続的に行われている。神戸市の不適正若しくは違法な事務執行と

いう組織的問題には一切触れず、職員や市長の責任について明らかにして

いない。 

⑥ 不十分な調査に対して、再調査・補充調査を求める市民の声に神戸市は

全く耳を貸さない姿勢を取り続け、マスコミ等から具体的な問題を突き付

けられない限り、自発的に取り組もうとしていない。 

⑦ 港島関連団体への補助金・委託事業等について表面的な調査を行い、不

適正な執行は全て神戸市の事務上のミスであり、不当要求等は一切なかっ

たと神戸市は調査結果を報告した。その結果報告を受け、当該団体の代表

である安田 登氏は、自らの潔白が証明されたとして、一切の役職を辞任

した。一連の流れは、この問題に対する幕引きを神戸市と港島関連団体は

連動して行っていることを示している。 

神戸市と港島関連団体を巡る問題は、極めて根が深く、組織的・継続的に 

不正が行われてきたことを隠ぺいしようとするものであり、看過できないも

のであるといえる。以下、個別事業について取り上げ、その違法性・不当性

を明らかにしていく。 

 

２ 港島関連団体に対する違法・不当な補助金・委託事業等について 

 

（１）港島学校園学校施設開放事業について【教育委員会所管】 

(27 年度：１,４５９,０００円 ２８年度：１,４６４,０００円) 

ア 市民図書室について 

 神戸市立学校施設開放事業要綱によれば、以下の事項が規定されてい 

る。 

(目的) 

第２条 開放事業は、社会教育事業の一環として神戸市立学校の施設を 

学校教育活動に支障のない範囲において、開放することにより、市民の 

健康増進並びに文化及び教養の向上を図り、学校施設を地域主体の生涯 

学習の拠点とすることを目的とする。 

   (開放施設) 

   第３条 開放事業に供する施設は、次の施設とする。 

   （１）運動場 

   （２）体育館 
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   （３）プール 

   （４）図書室 

   （５）教室 

   （６）幼稚園庭 

 

  （学校施設開放運営委員会） 

   第４条 開放校には地域団体の代表等により学校施設開放運営委員会を

組織する。 

   (事業の委託) 

   第５条 開放事業の管理及び利用調整等、開放事業の企画及び運営につ

いて、別表第２に定める単価表に基づいて運営委員会に委託するものと

する。 

   ２ 運営委員会には、委託業務を実施するために「開放管理者」及び 

   「市民図書室管理者」並びに「開放指導員」を置くことができる。 

   本件市民図書室は、学校施設ではなく港島自治連合協議会(会長 安田  

登氏)の拠点施設である港島ふれあいセンター内に置かれていることか 

ら、学校施設開放事業の特例扱いとなっているものと思われるが、根拠 

は不明である。仮に、港島ふれあいセンター内の市民図書室が学校施設 

開放事業の一環であると認定されているのであれば、神戸市学校施設開 

放事業要綱が適用される。 

【違法支出 ①】  

要綱上の市民図書室管理者報酬の上限は４１１,０００円であるが、神戸 

市立港島学園施設開放委員会委員長 安田登氏の申し出を受け、教育長は 

要綱を無視し、「港島ふれあいセンターの児童館で働いている職員の時給が 

千円である」との安田氏の意見を参考にし、市民図書室の管理者報酬を要 

綱の基準のほぼ２倍の９００,０００円とすることを決裁した。このことは、 

決裁権限を逸脱した明らかな違法行為である。また、当該市民図書室の蔵 

書数・貸出数も他の市民図書室と比較しても多いとは言えないことから、 

『市民図書室管理者報酬』を要綱の２倍とすることの合理的根拠はなく、 

当該決済を正当化することはできない。 

【違法支出 ②】 

 市民図書室の利用計画書において、運営費及び図書購入費は、貸出者の 

実績数に基づけば、各々年間３０,０００円及び１２０,０００円と算定され 

なければならないが、年間貸出者の区分を誤って算定したことから、各々 

年間３６,０００円及び１５０,０００円が支出されていたと、「港島学校園 

施設開放事業の補助金等に関する調査報告書」で報告されている。要綱に 
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定めている金額に対して、運営費で年間６,０００円、図書購入費で３０, 

０００円が違法に支出されている。これらの違法支出が見逃されている背 

景として、市民図書室利用計画の実績報告や履行確認が正しく行われてい 

ない実態があり、支出全体の正当性に問題がある。 

イ 学校施設開放事業 (運動場・体育館)について 

「港島学校園施設開放事業の補助金等に関する調査報告書」において、神 

戸市教育委員会は、以下の結果を報告している。 

【１】平成２３年度から２６年度の委託事業について 

  【違法支出 ③】 

① 委託契約書の仕様書には、休日運動場、夜間運動場及び休日体育館の 

開放が記載されている。 

  （神戸市学校施設開放事業要綱 第６条に規定されている開放施設は、休 

日運動場、休日体育館、夜間体育館、教室である。従って、委託契約 

書の仕様書に夜間運動場が記載されているのは、要綱違反である。） 

  ② 休日運動場及び夜間運動場の利用が確認できなかった。 

  （委託契約の仕様書に記載されている事業が開催されていない、若しくは 

利用の確認ができなかったのは「半期ごとに提出すべき利用状況報告書 

や、当該年度の事業終了後に提出すべき実施報告書兼補助金精算書が提 

出されておらず、実施結果及び補助金の執行状況が確認されていなかっ 

た。」ことが原因である。補助金規則及び要綱の規定に基づき、適正な方 

法・時期に必要な資料の提出がなされず、履行確認も必要な精算も行な 

われていない支出は全て違法な支出である。） 

  ③ 仕様書に記載のない夜間体育館の利用が確認できた。（委託契約の仕様 

書に記載のない開放事業は全て違法な支出である。） 

【２】平成２７年度の補助事業について 

  【違法支出 ④】 

  ① 利用計画書には、休日運動場、夜間運動場、休日体育館及び夜間体育 

館が記載されている。（利用計画書に夜間運動場が記載されているのは、 

要綱違反である。） 

  ② 実際の利用状況では休日運動場及び夜間運動場の利用が確認できなか 

った。（利用状況報告書、実施報告書兼補助金清算書が提出されず、履行 

確認ができない支出は全て違法な支出である。） 

【３】幼稚園園庭開放事業について 

  【違法支出 ⑤】 

   神戸市立幼稚園園庭開放事業（幼児のひろば）要綱によれば、以下の事 

項が規定されている。 
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(目的) 

  第２条 園庭開放は、社会教育事業の一環として、神戸市立幼稚園の園庭 

を幼稚園教育活動に支障のない範囲において開放することにより、安全な 

遊び場を確保し、幼児の健全育成と地域コミュニティの形成及び生涯学習 

の振興を図ることを目的とする。 

(施設) 

  第３条 園庭開放を実施する幼稚園は、教育長が定める。 

   (幼児のひろば運営委員会) 

  第４条 開放の企画及び運営等については、在園児の保護者及び地域団体 

  の代表者等で組織する幼児のひろば運営委員会に委託し、提出される利用 

  計画に基づき、別表第２により委託料を支払うものとする。  

 幼稚園園庭開放事業については、安全確保の観点から委託事業とされて 

いるところ、港島学園では、同一の団体（学校施設開放運営委員会）が学 

校施設開放事業と幼稚園園庭開放事業を一体的に行なうとの理由から、幼 

稚園園庭開放事業要綱に基づく委託事業とせず、教育長決裁により補助事 

業として実施されていた。 

神戸市教育委員会が取りまとめた「港島学校園施設開放事業の補助金等 

に関する調査結果報告書」では、【補助事業と委託事業では事業の責任主体 

が異なるため、本来厳密に分けて適用すべきものである】と指摘されてい 

る。学校施設開放事業における事業の運営主体は「学校施設開放運営委員 

会」であり、幼稚園園庭開放事業の運営主体は「幼児のひろば運営委員会」 

であることから、「学校施設開放運営員会」が「幼児のひろば運営委員会」 

を兼務することは、「神戸市立学校施設開放事業要綱」と「神戸市立幼稚園 

園庭開放事業（幼児のひろば）要綱」がそれぞれ別々に規定されているこ 

とを無視するものである。「学校施設開放運営委員会」の委員長が安田登氏 

であることから、地域の自主事業として学校施設開放事業及び幼稚園園庭 

開放事業が一体として運営されているとの認識を教育長が有し、要綱の違 

いや趣旨を無視し、決裁で委託事業を補助事業として実施することは、明 

らかな違法行為である。 

   また、幼稚園園庭開放事業で【園庭開放 指導員日当】として１回につ

き、１,６００円、年間(限度額)２４０,０００円が規定されているが、指導

員に日当が支払われていなかった。幼稚園園庭開放事業の委託料予算を計

上するときは、指導員日当を含めて計算している。しかし、実際の運用で

は「学校施設開放運営委員会」の判断で、指導員はボランティアとして活

動させるという実態は、極めて不鮮明である。予算上、指導員日当として

計上されていた公金が使用されず、その使途が明らかではないという状況



6 

 

は、公金の支出の透明性が確保されていないことを示している。市民オン

ブズマン兵庫は、これらの事実を指摘し、教育委員会に事業を実施したと

される学校施設開放運営委員会に事業の履行確認と利用状況報告書、実施

報告書兼補助金清算書、収支計算書、領収書等の開示を求めているが、当

該団体及び教育員会から一切の開示がなされていないことから、当該事業

に係る支出は全て違法であると判断せざるをえない。 

   

以上のことから、港島学校園学校施設開放事業【教育委員会分】の支出(27 

年度：１,４５９,０００円 ２８年度：１,４６４,０００円)及び平成２３年度 

から平成２６年度の委託事業の支出は【違法支出 ①～⑤】に該当すること 

から、全て違法な支出であり、神戸市教育委員会は港島学校園施設開放運営 

委員会等に対して、返還を請求すべきである。 

 

（２）港島児童館指定管理料について【こども家庭局所管】 

  （２７年度：１９,６３６,３００円、２８年度：２７,１８９,３００円） 

ア 指定管理料の決定について 

【違法支出 ⑥】 

神戸市は、指定管理者制度については「公の施設の指定管理者制度 

 運用指針」及び「公の施設の指定管理者制度 マニュアル」を策定し、 

 市立児童館の指定管理については、こども家庭局で作成している「 

 児童館の管理に関する協定書別表（第５条関係）」の単価を共通基準と 

して、各児童館の実情を踏まえた上で、指定管理料を決定している。 

① 港島児童館（館長 安田登氏）の指定管理料について、市共通の加 

算表を適用せず大幅に増額していることが判明した。 

② 平成２７年度当初、利用者が７３人だった港島児童館の指定管理料 

 は、「７１人～１０５人」の児童館に適用される単価を基に、指定管理 

料は１８１９万円と設定されていた。 

   ③ こども家庭局は平成２７年１２月１日に、児童数の増加（９０名程 

度）による体制強化を理由に、館長と協議の結果、指導員（正）１名 

新規雇用分３,９００,０００円と職員処遇改善費名目で（４４０,００ 

０円）の合計４,３４０,０００円のうち、１２月以降４か月分に相当す 

る１,４４７,０００円を加算した形で指定管理料を改定した。（改定後 

金額１９,６３６,３００円） 

   ④ しかし、児童数の増加（９０名程度）は「児童館の管理に関する協 

定書別表（第５条関係）」の単価基準では、「７１人～１０５人」の単 

価が適用され、指導員の増加（管理料の増額）は認められない。共通 
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の加算表では、利用者が１０６人以上でなければ管理料を増額できな 

いが、こども家庭局は共通の加算表を適用しない理由として、「利用者 

が増えて主任級の指導員を置く市の予算が付いたこと、国の『利用者 

８１人以上に指導員６人』という基準を踏まえて算出した」と説明し 

ている。 

   ⑤ また、平成２８年度においても、指導員（副）１名新規採用２,９０ 

０,０００円と放課後児童支援員３名分４,２００,０００円、職員処遇 

改善費１,９００,０００円の合計９,０００,０００円を平成２７年度当 

初の指定管理料（１８,１８９,３００円）に加算した形で指定管理料を 

改定した。（改定後金額２７,１８９,３００円） 

   ⑥ ところが、このような破格の対応は、神戸市内にある約９０の児童 

    館には適用されておらず、港島児童館のみであった。公金支出の公平 

    性及び透明性の観点から作成されている共通基準をこども家庭局と港 

    島児童館の館長との協議で指定管理料の適用を廃止し、指定管理料を 

    大幅増額することは明らかな法令違反である。 

  イ 港島児童館の管理の実態について 

   【違法支出 ⑦】 

     港島児童館では、「児童館の管理に関する協定書別表（第５条関係）」 

の単価表を逸脱した形で、協定書を策定し、体制強化の名目で新規雇 

用指導員１名分及び職員処遇改善費名目で１,４４７,０００円が加算 

された形で平成２７年１２月１日に協定書が改定された。 

① しかし、実際には平成２７年度末までに加算した指導員の確保は 

 できていなかった。「公の施設の指定管理者制度運用指針」でも、 

 「施設の適正な管理運営を図るため、利用者満足度調査や定時ある 

いは必要に応じて求める事業報告書等により、指定管理者が行う管 

理運営の実態を把握する」ことが定められている。こども家庭局は 

     港島児童館の管理運営に関する事業報告書や収支決算書等により、 

加算した新規雇用者が確保できていなかった事実を把握しているし、 

把握していなければならなかった。 

    ② また、港島児童館の館長（安田登氏）は年間９３１,５００円の報 

酬を受けており、港島児童館の管理運営に責任がある。児童数の増  

加（９０名程度）による体制強化を理由に、協議の結果、指導員（正） 

１名新規雇用分３,９００,０００円と職員処遇改善費名目で（４４０, 

０００円）の合計４,３４０,０００円のうち、１２月以降４か月分に 

相当する１,４４７,０００円を加算した形で指定管理料を改 定した 

のであるから、指導員の確保を行う責務がある。１２月１日以降４カ 
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月の期間があるにもかかわらず、指導員が確保できなかったのであれ 

ば、こども家庭局にその事実を報告し、未執行の指導員報酬は精算し 

返還しなければならない。 

    ③ 会計年度独立の原則は、「公の施設の指定管理者制度」にも適用さ 

れている。児童館の指定管理について、毎年度収支決算報告及び事 

業報告を求めるのは会計年度独立の原則によるものである。港島児 

童館指定管理料に関する行財政局の調査報告では、「指定管理料につ 

いては、残余が生じた場合次年度以降に繰り越し、積み立てするこ 

とも認められている。今回港島児童館に加算された人件費の内未使 

用分については、会計上『市からの預かり金』として区分されてい 

る。」と説明しているが明らかに誤っている。平成２７年度に加算分 

人件費として計上されたが執行できなかった人件費は、平成２７年 

度の会計で精算し、返還されなければならない。平成２７年度の会 

計として計上されていた金額が翌年度の港島児童館の会計上「市か 

らの預かり金」として処理されることは、会計年度独立の原則違反 

であり、明らかな違法行為である。 

    ④ 未執行の指定管理料が、港島児童館の預金口座に残されているこ 

とについて、こども家庭局は「増額に際して、児童館館長と『指導 

員が確保できなければその分のお金は返す』と約束した」とする。 

しかし、口頭での約束といい、指定管理協定書では管理料を増額し 

たが、返還についての記載はなかった。こども家庭局の港島児童館 

の管理運営についての杜撰な指導の結果、市民の貴重な税金が港島 

児童館の預金口座に有効活用されることなく残っている事態は、港 

島児童館による指定管理料の詐取（公金横領）の疑いがあるとも考 

えられる。 

    ⑤ 行財政局の調査報告書では「平成２８年度でも、放課後児童支援 

員３名雇用予定のところ、最終的に１名しか新規雇用されなかった。 

未実施分について返還する旨の申し出が提出されている。」との説明 

がなされているが、２７年度分については、港島児童館の指定管理 

料の特例的な増額が新聞報道等で報道された後、平成２９年３月２ 

１日付で１,１４７,０００円が未執行分の指定管理料として返還さ 

れた。このことは、港島児童館で、指定管理料の基準単価を無視す 

る形で、指導員(正)１名新規雇用するとの協定書の変更が、結局実行 

されず、「市からの預り金」としてプールされていたお金が事後的に 

返還されたことを意味している。また、平成２８年度分についても 

放課後児童支援員３名雇用のところ、１名の新規雇用しかできず、 
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平成２９年３月３１日付で７,１５３,５００円が未執行分として精 

算され返金された。新聞報道等で、今回の不祥事が明らかになった 

ことから事後対応として、計８,３００,５００円が返還されたが、報 

道がなければ、８３０万円もの公金が港島児童館の口座にプールさ 

れる状態が継続していたものと思われる。 

   ウ 指定管理者の変更について 

    【違法支出 ⑧】 

      指定管理者の申請にあたっては、申請者は 

      １．事業計画書 

      ２．団体の概要がわかるもの（定款・寄付行為・謄本・これらに 

相当する書類） 

      ３．法人の財務状況に関する書類 

      ４．その他市長が必要と認める書類 

      を提出しなければならない。 

       これらの資料は、指定管理業務を適正に遂行できる団体である 

      かどうかを判断する際の根拠資料となるものである。提出された 

資料等をもとに各局の選定評価委員会に置いて指定管理者が選定 

され、議会の議決を経て指定管理者の指定がなされる。 

 従って、指定管理者に変更があった時には、同様の申請書類が 

提出され、選定過程を経て、議会で承認される必要がある。 

  港島児童館の平成２６年度の指定管理者は港島ふれあいセンタ 

ー管理委員会であったが、平成２７年度、２８年度は港島福祉協 

力会に変更されている。両団体の代表は安田 登氏であるが、そ 

の構成員、団体の性質等も変更されている。 

 指定管理者の変更に係る手続きは全くなされず、団体名の変更 

で済まされていることは、「公の施設の指定管理者制度運用指針」 

を逸脱した運用であり、指定管理者の選定そのものが違法である。 

      

以上のことから、港島児童館指定管理料について、こども家庭 

局で作成している「児童館の管理に関する協定書別表（第５条関係）」 

の共通基準単価表を逸脱し、大幅に増額した指定管理料協定書は違法 

であり、体制強化を名目にした指導員等の加算、増員に係る支出は、 

増員が確保できていないことから、また、指定管理に係る手続きが踏 

まれていないことから港島児童館指定管理料に係る支出は全て違法 

な支出である。 
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（３） 高齢者見守り事業について 

     神戸市健康福祉局は、平成２７年度に港島自治連合協議会の要望も 

あり、港島地区の住民ら約３０人に高齢者らの見守り活動に取り組む 

ための「港島高齢者対策委員会委員」を委嘱し、取りまとめを港島自 

治連合協議会の会長が代表を務める「港島福祉協力会」にゆだねてい 

る。 

【違法支出 ⑨】 

① 保健福祉局は補助金として、平成２６年度に４８２万円、２７年度 

に４９０万円の計９７２万円を中央区社会福祉協議会に支出。中央区 

社会福祉協議会から「港島福祉協力会」に同額が委託金や助成金とし 

て支払われ、事務員の人件費や活動費に充てられていた。 

   ② 平成２７年８月以降、事務員が欠員となったが、その後補充もない 

まま、人件費は精算されず、保健福祉局も中央区社会福祉協議会も補 

助金の返還を求めなかった。事業報告の提出や収支報告書が提出され 

ていれば、事務員が欠員であることは保健福祉局も中央区社会福祉協 

議会も確認できていたはずである。補助金を地域団体に出しっぱなし 

で履行確認を行っていなかったことからから生じた違法行為である点 

では、港島児童館の事例と同様である。 

   ③ 中央区社会福祉協議会は欠員を知りながら、精算を求めなかったこ 

とについて、中央区社会福祉協議会は「補充されたときの出費に備え 

た」と説明している。しかし、港島児童館の指導員の未補充の件でも 

述べたように、保健福祉局の補助金も会計年度独立の原則が貫かれて 

いることから、平成２７年度末までに港島児童館の指導員の未補充は、 

未執行の人件費として精算されなければならない。平成２７年度に未 

執行であった人件費を、平成２８年度に補充された際の出費に備え、 

「港島福祉協力会」の会計に残留させることは、会計年度独立の原則 

に反する違法な行為である。 

   ④ 中央区社会福祉協議会は、平成２８年度も事務員が欠員であること 

を知りながら保健福祉局に４９０万円を申請し、保健福祉局は申請ど 

おり、４９０万円を支出していた。補助金を支出した保健福祉局は平 

成２７年度に事務員の欠員があることも、平成２８年度も事務員の補 

充がないことも把握せず、補助金を執行したことの責任が問われなけ 

ればならない。また、中央区社会福祉協議会は、平成２７年度８月以 

降、事務員が欠員状態であることを知りながら、返還をもとめず、次 

年度（平成２８年度）に補充されたときの出費に備えたといいながら、 

平成２８年度もまた新たな人件費を計上した予算をたて、保健福祉局 
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に補助金を申請したことは２重の違法行為である。 

   ⑤ 神戸新聞の情報公開がなされた平成２９年１月以降、「港島福祉協力 

会」が「不要額」などとして、４６７万円を中央区社会福祉協議会に 

返金し、中央区社会福祉協議会が保健福祉局に返還した。このことに 

関して久元市長は、平成２９年１月の情報公開以前から、返金の相談 

があったので、情報公開を受けて、慌てて返還したのではないと主張 

しているが、会計上の法令解釈を誤った主張である。本来、平成２７ 

年度末（平成２８年３月末）までに精算しておかねばならなかった人 

件費を１年近く経過した時点で、返金の相談を行うこと自体が違法な 

行為であることは明らかである。 

   ⑥ 平成２８年度分は、中央区社会福祉協議会が「事務員の補充もなく、 

『港島福祉協力』からの申請もない」として交付を見送っており、未 

執行のまま市に返還する見込み」だと説明しているが、事務員の欠員 

を知りながら、また、平成２７年度の事務員の未執行残を違法ではあ 

るが、「港島福祉協力会」の口座に残したまま、新たに事務員の人件費 

等として保健福祉局に申請する行為は、人件費の２重計上ないし、架 

空請求であり、いずれにしても違法な行為である。 

   ⑦ 「港島福祉協力会」からすれば、港島児童館指定管理料においても 

    未執行額を精算せず、口座に残留させ、高齢者見守り事業においても 

    未執行額を口座に残留させていたことになる。今回の様に、港島関連 

団体に対する不正な補助金等の支出問題が表面化されなければ、港島 

関連団体が、自由に使用できるお金として多額の税金がプールされて 

いたことになり、神戸市及び中央区社会福祉協議会の責任は免れない 

と言わねばならない。 

 

以上のことから、高齢者見守り事業における補助金の支出は全て違 

法であり、補助金の支出、執行に関わった神戸市保健福祉局、中央区 

社会福祉協議会、港島福祉協力会は不正な公金支出に関わった者とし 

て、連帯して責任を負わなければならない。 

 

（４） 港島ふれあいセンター管理業務について 

     港島ふれあいセンターは延床面積約１６００㎡の３階建てで、２０ 

０１年に神戸市が建設した。１階は地域福祉センター、２階が児童館、 

３階は２０６人収容のホールとなっている。管理運営は安田登氏が代 

表を務める「港島福祉協力会」（構成員、会長１名、民生委員５名、他 

２名）に委託されている。 
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   【不当支出 ①】 

   ① 神戸市の各部局（みなと総局、こども家庭局、保健福祉局、市民参 

画推進局、中央区等）が港島ふれあいセンターに支出している管理運 

営費・補助金等は、以下の通りである。 

（平成２８年度） 

１階：地域福祉センター管理料     １,３３４,４００円 

２階：港島児童館指定管理料     ２７,１８９,３００円 

３階：ホール及び各階共用部分管理費 ３２,７６６,６２６円 

総合計               ６１,２９０,３２６円 

（平成２７年度） 

１階：地域福祉センター管理料     １,３３４,４００円 

２階：港島児童館指定管理料     １９,６３６,３００円 

３階：ホール及び各階共用部分管理費 ３４,５５２,６０４円 

総合計               ５５,５２３,３０４円 

   ② ホールと共用部分（玄関・事務室・階段）の管理委託は、いったん 

神戸市の第三セクターである（株）OM こうべに支出され、光熱水費 

の負担や大規模な設備管理、清掃などは同社が担っている。それ以外 

の日常点検・管理業務は港島福祉協力会に委託されている。常勤職員 

５人の人件費として約２０００万円が支出されている。 

   ③ 同館を所管するみなと総局は「ホールを含むセンター共用部分の管 

理に、常勤職員５人の配置が必要だとして管理費の総額を算出した。 

港島福祉協力会には地域コミュニティーの支援にも取り組んでもらっ 

ており、必要な支出額だ」と説明している。ホールの管理委託費は、 

１２８６万円で、業務内容はホールの利用促進や予約・解約の受付、 

鍵の受け渡し、使用料の収受などであり、ホールは主に地域住民が利 

用しており、２７年度の利用は約７０件であった。 

   ④ しかし、管理業務のほとんどの部分は（株）OM こうべが担ってい 

ること、ホールの稼働率が極めて低い状況であることや共用部分の面 

積も狭いことから、５人の常勤職員の配置が必要との説明は問題があ 

ると思われる。業務内容、業務量から１名当たり年間４００万円（月 

額３３万円）の支出が正当化されるとは思われない。みなと総局は市 

内４会館施設の管理運営費を支出しているが、管理運営費の最高額は 

灘区の鶴甲会館の約１７００万円である。港島ふれあいセンターの管 

理運営費は、児童館と地域福祉センター分を除いて、平成２８年度で 

３２７７万円、平成２７年度で３４５５万円となっており、鶴甲会館 

の２倍にもなる管理運営費の支出は、港島福祉協力会に対する異例の 
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厚遇であり、不当な支出であるといえる。市民オンブズマン兵庫が、 

３月末に現地確認した際も、午後３時過ぎであったが、利用者はほと 

んどなく、１階から３階まで確認したが、職員として確認できたのは 

２名のみであった。 

 

 以上のことから、港島ふれあいセンター（児童館、地域福祉センタ 

ーを含む）に対して、神戸市の５つの部局が平成２８年度で６１２９ 

万円、平成２７年度で５５５２万円もの支出を行っていることは、市 

内の他の市立会館に対する管理運営費の支出との公平性・平等性がな 

く、港島福祉協力会に対して、５人の常勤職員を配置した管理運営委 

託は不当な公金支出に当たり、返還を免れないものである。 

 

（５） 地域音楽祭等について 

     港島自治連合協議会（会長 安田登氏）主催の音楽祭が、ポートピ

アホテルホールを貸し切り、毎年開催されている。中央区がポートピ

アホテルに支出した金額は、 

 平成２７年度  

第２５回港島たそがれコンサート・第４回港島学園音楽祭   

                     １,６７２,４３４円 

 平成２８年度 

第２６回港島たそがれコンサート・第５回港島学園音楽祭   

                     １,７８３,２３４円 

計                    ３,４５５,６６８円 

となっている。 

 これらの支出は以下の点で、違法な支出である。 

【違法支出 ⑩】 

   ① 中央区は、港島自治連合協議会から、後援名義の使用と会場使用料、 

出演者調整等の開催経費の一部負担に関する依頼を受け、後援会名義 

の使用と経費負担について依頼通り承認する旨の回答を行なっている。 

   ② その後、中央区からイベント会場の事業者（ポートピアホテル）に 

    対して会場・施設使用料及びリハーサル等費用一式を発注し、その経 

費を中央区の区政費として事業者に支払っていた。 

   ③ 主催者が港島自治連合協議会であるにも拘わらず、中央区の区政費 

として直接事業者に支払うことは、他の自治会等に対しては行なわれ 

ておらず、港島自治連合協議会に対してのみの特例扱いである。実施 

主体が港島自治連合協議会であるにもかかわらず、中央区の事業とし 
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て公金を支出することは、公金支出の公平性、透明性から違法な支出 

である。 

   ④ 自治会主催の音楽会等が開催されるとしても、通常は地域の自治会 

館等で行なわれる。港島たそがれコンサートは港島学園音楽祭等と共 

同開催されることから、２０００名規模になり、会場として使用でき 

る施設としてポートピアホテルしかないというのが神戸市の説明であ 

る。 

しかし、港島ふれあいセンターには２０６人収容のホールがあり、 

地域の音楽祭等の開催ができる施設となっている。また、港島学園に 

は、学校行事に利用できる講堂・体育館等があり、音楽祭等を開催す 

ることができる。また、港島地区には多くの大学等が集積しており、 

大学施設等を利用することも可能である。それにも拘わらず、公共施 

設等を利用せず高額な会場使用料がかかるホテルで開催することの合 

理的根拠はないし、「最少の経費で最大の効果をあげなければならない」 

とする地方自治法の原則にも反した違法な支出である。 

   ⑤ これらの支出が、港島自治連合協議会を不当に厚遇したものである 

ことは明らかである。また、中央区役所が、港島自治連合協議会主催 

の音楽会等に、区費を支出する条例・要綱等法的根拠はなく中央区長 

の決裁で行なわれていることにも問題がある。神戸市長をはじめ神戸 

市の幹部職員がコンサートホールに一堂に会し、お花やお祝い、広告 

費等の名目で、毎年何十万円もの公金が支出されている事も問題であ 

る。 

⑥ さらに、平成２７年１０月に開催された「第２５回港島たそがれコ 

ンサート・第４回港島学園音楽祭」をめぐって、安田登氏と港島学園 

側で内容や進め方について意見の違いがあったことが、関係者からの 

証言で明らかとなっている。安田登氏は港島学園側の管理職に一連の 

経緯を書面で残すよう要請し、押印を求めたという。学園側はいった 

ん了承したが、最終的に押印を拒否したところ、安田登氏は立腹し、 

「頭をかち割る」「ぶっ殺してやる」など脅した上、港島学園長の胸や 

頭を手で押すなどしたという。神戸市教育委員会は、安田登氏の言動 

や行為について、神戸市のコンプライアンス条例に基づく不当要求と 

判断し、平成２８年１２月、安田登氏による港島学園と港島幼稚園へ 

の立ち入り禁止することなどを決定し、教育長名で安田登氏に文書を 

送付した。 

 

 以上のことから、中央区役所による港島自治連合会主催の音楽会に 
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対する、平成２７年度、平成２８年度の支出は手続き上も内容面でも 

公金の支出としての正当性を担保できない支出であり、不当な要求に 

屈した違法な支出であることは明らかである。 

   

（６） 港島ミニマラソンについて 

     神戸市は２０１１年１１月２０日に第１回「神戸マラソン」を開催 

し、２０１７年度で７回目を迎える。主催は兵庫県/神戸市/兵庫県教育 

委員会/ 神戸市教育委員会等であり、企画運営は「神戸マラソン実行 

委員会」が行っている。参加者約２万人、ボランティア約６０００人 

の神戸マラソンと同時開催でゴールがある港島地区の地域行事として 

港島ミニマラソン（１周１．６ｋｍ、２周３．２ｋｍ）が参加人員１ 

０００名規模、地域警備・応援参加７００名規模で行われている。 

 神戸マラソン・港島ミニマラソン実行委員会（会長 港島自治連合 

協議会 会長 安田登氏）が企画立案・運営を行っている。この神戸 

マラソン・港島ミニマラソンに対して、神戸市より７００万円近い補 

助金が支出されているが、以下のような問題がある。 

   【違法支出 ⑪】 

  ① 神戸マラソン本体は、多くのボランティアの参加によって運営されて 

いるが、港島ミニマラソンに対しては、ゴール地点での賑わい創出とい 

う名目で、平成２７年度には、警備費３,４６５,０００円（一人５,００ 

０円×６９３人）、弁当代９００,９００円（単価９００円×１００１人） 

等の名目で４,３６５,９００円の補助金が安全対策費として支出されて 

いる。その他に協議運営費として２,６７８,７００円が支出されている。 

  ② 地元がゴール地点ということから、地域・港島学園・近隣大学からも 

   ボラアンティアが参集し、平成２７年度は大応援団が結成され、子ども 

   や大学生を入れて総勢２０００人規模の応援団になったとの報告もある。 

   賑わいの創出という点では、２０００人もの応援団が要れば十分である。 

それにも関わらず、４００万以上の公金を安全対策費との名目で支出す 

ることの合理的根拠は存在しない。 

  ③ 「神戸マラソン」本体では、無償ボランティアで運営されているが、 

ゴール周辺の賑わいづくりという名目で支出される４００万もの公金が、 

誰に渡ったのか渡っていないのかの確認が取れていない。「神戸マラソン 

実行委員会」及び「公益財団法人神戸スポーツ教育協会」は分担金をそ 

れぞれ３００万円及び４００万円と神戸マラソン・港島ミニマラソン実 

行委員会に支出しているが、履行状況を確認するための収支報告書・領 

収書等提出を求めず、いわば渡しっきりの状態が続いている。 
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 以上のことから、神戸マラソン・港島ミニマラソンに対して支出され   

た公金は、正当性・公平性・透明性の確保がなされず、公金支出の最終 

的な履行確認が不可能な状況が続いていることから、違法な支出である。 

 

（７） 健康ジム（港島けんこうクラブ）について 

     神戸市港総局所管の第三セクター「（株）OM こうべ」が、平成２８ 

年８月、港総局の事業要請で、ポートアイランドの民間ビルに健康ジ 

ム（港島けんこうクラブ）を開設し、賃料や地域団体への運営委託費 

として、年間７０００万円超を負担していることが明らかとなってい 

る。 

   【不当支出 ②】 

  ① （株）OM こうべは、平成２４年１０月１日に株式会社神戸ニュータ 

    ウン開発が財団法人神戸市開発管理事業団（昭和５２年８月２日設立） 

から事業を譲り受ける形で経営統合し、平成２５年１０月１日に海上 

アクセス株式会社を吸収合併し、今日に至っている。出資金１４１億 

で、神戸市払込額１４０億円、出資比率９９．５％の神戸市の外郭団 

体である。 

  ②  健康ジム（港島けんこうクラブ）は、（株）OM こうべの自主事業で 

    あり、「収益を見込まない公益事業」であるとの位置づけである。神戸 

    市みなと総局の勧めもあり、より住民に喜ばれる新築ビルの１階約４ 

    ５０㎡を賃貸して開設した。同社は、平成２７年度、ビル床の賃料や 

    機器のリース代、備品購入費などに約５６００万円を負担した。事務 

    の運営管理を地域団体「港島けんこうクラブ」（会長 安田登氏）に委 

託し、運営管理費として１６００万円を支出している。平成２８年度 

も（株）OM こうべは、約７７００万円を負担し、うち２１００万円 

を「港島けんこうクラブ」に支出している。 

  ③  港島地域にのみ、神戸市みなと総局と（株）OM こうべの自主事業 

として２年間で１億４９００万円もの資金が投入される経緯、正当性 

も明らかではない。神戸市には、同種の施設として保健福祉局所管の 

神戸市健康づくりセンター（兵庫区）、神戸市教育員会が所管する東灘 

体育館（東灘区）などの体育施設があるが、いずれも公共施設であり、 

市民に開かれた施設である。しかし、「港島けんこうクラブ」は、ポー 

トアイランド内居住者の月額料金は、７５歳以上＝１,０００円、６５ 

歳～７４歳＝３,０００円、６５歳未満＝５,０００円であるが、ポート 

アイランド以外の居住者は１０,０００円となっている。港島地区のみ 
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優遇される施設に対する巨額の支出金の妥当性が問題となる。 

  ④ 「港島けんこうクラブ」（会長 安田登氏）に対する運営委託費（平 

   成２７年度１６００万円、平成２８年度２１００万円）の支出の透明性 

   も明らかではない。神戸市の外郭団体の事業ではあるが、神戸市が深く 

   関わっていることから、事業の妥当性、公平性、運営の透明性について 

   説明する責任がある。 

  ⑤ （株）OM こうべには固有職員５１名以外に、神戸市派遣職員４名、 

   神戸市 OB２０名（内役員３名）が在籍しており、神戸市職員の天下り 

   先となっている。神戸市の税金で丸抱えとなっている外郭団体が、神戸 

市との関係が不透明であるといわれている港島関連諸団体を優遇する事 

業を展開すること自体が問い返されなくてはならない。 

 

 以上のことから、神戸市みなと総局が事業要請を行い、（株）OM こう 

べが実施している「港島けんこうクラブ」事業についての巨額の支出金 

は違法とは言えないにしても説明がつかない不当な支出であるといえる。 

   

（８） 選挙関連業務について 

 神戸市中央区選挙管理委員会は、平成２７年度の市議会議員選挙・ 

県議会議員選挙公報配布手数料として、「港島ふれあいセンター」（会 

長 安田登氏、構成員、会長１名、民生委員５名、他２名）に対して、 

１１６,２３５円を支出し、平成２８年度の参議院議員選挙公報配布手 

数料として「港島福祉協力会」（会長 安田登氏、構成員、会長１名、 

民生委員５名、他２名）に対して、１１６,２３５円を支出している。 

   【違法支出 ⑪】 

  ① 「港島ふれあいセンター」および「港島福祉協力会」がどのような団 

体であるかについて中央区に問い合わせたが、規約・構成員・活動実 

態について明確な回答は得られなかった。辛うじて、構成員の人数が 

それぞれ８名であることが判明した。 

  ②  実際の、選挙公報の配布事務は、この８名が担当したのではなく、 

    各自治会の役員等が配布作業にあたったものと思われる。中央区選挙 

    管理委員会から支出された平成２７年度、平成２８年度各１１６,２３ 

５円がどのように支出されたのか、配布作業に当たられた方々に手数 

料として支給されたどうかについて、実績報告も領収書等もなく、公 

金の支出の履行確認がなされないまま、渡しっきりの状態になってい 

る。 
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     以上のことから平成２７年度、平成２８年度の選挙公報配布手数料   

   として、支出された２３２,４７０円については、公金の適正な履行確認 

   がなされていない支出であり、いずれも違法な支出である。 

 

（９） 公園管理業務について 

     神戸市各局は、港島にある公園の管理業務について以下の支出を行 

っている。 

（平成２７年度） 

① 建設局   まちの美緑花ボランティア補助として、 

港島東児童公園管理会に            

 １３３,０００円 

を支出  

  ② みなと総局 公園等の管理に関する協定【ポートアイランド南公園】 

    に基づき、 港島東児童公園管理会に 

                          ２,４００,０００円  

    を支出 

  ③ 中央区   市民花壇育成補助金（港島ふれあいセンター）として 

          港島ふれあいセンターに 

                            １５,０００円 

    を支出 

  ④ 中央区   市民花壇育成補助金（港島東児童公園）として 

          東児童公園管理委員会に 

                            １５,０００円 

    を支出 

    平成２７年度支出総計            ２,５６３,０００円 

（平成２８年度） 

 ① 建設局   まちの美緑花ボランティア補助として、 

港島東児童公園管理会に            １３３,０００円 

を支出  

  ② みなと総局 公園等の管理に関する協定【ポートアイランド南公園】 

    に基づき、 港島東児童公園管理会に 

                          ２,４００,０００円  

    を支出 

  ③ 中央区   市民花壇育成補助金（港島ふれあいセンター）として 

          港島ふれあいセンターに 

                            １５,０００円 
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    を支出 

  ④ 中央区   市民花壇育成補助金（港島東児童公園）として 

          東児童公園管理委員会に 

                            １５,０００円 

    を支出 

    平成２８年度支出総計            ２,５６３,０００円 

 

   【違法支出 ⑫】 

  ① 平成２７年度及び平成２８年度に、港島東児童公園管理会、東児童公 

園管理委員会、港島ふれあいセンターに対して、総額５,１２６,０００円 

の補助金等が支出されているが、いずれの団体も会長は安田登氏である。 

  ② 実際に、管理運営業務を担っている人々が誰であるか、どのような形 

   で管理運営に係る補助金が執行され、事業報告書、収支決算書、領収書 

等の支出を確認できる資料について、神戸市の各部局は適正な履行確認 

を行っておらず、そのような資料の提出を求めていないことから、支出 

された公金の適正性は確保されていない。 

 

 以上のことから、港島の公園に対する建設局、みなと総局、中央区が 

港島東児童公園管理会、東児童公園管理委員会、港島ふれあいセンター 

に対して、平成２７年度及び平成２８年度に支出された５,１２６,０００ 

円の公金の支出は違法な支出である。 

 

（１０）その他の支出について 

     神戸市の各部局は港島関連団体に対して、以下の支出を行っている。 

（平成２７年度） 

① 中央区  港島「敬老のつどい」補助として、 

港島福祉協力会に       

２００,０００円 

を支出  

   ② 中央区  港島「クリスマスコンサート」補助として 

          港島福祉協力会に 

                           １５０,０００円  

     を支出 

   ③ 中央区  広報 KOBE・区民広報紙の配布業務手数料として 

          港島福祉協力会に 

                           ６５２,７６４円  
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     を支出 

   ④ 中央区  地域福祉センター指定管理料として 

港島福祉協力会に 

１,３３４,４００円 

を支出 

⑤ 中央区  ふれあいのまちづくり活動助成として 

          港島福祉協力会に 

                          １,０６０,０００円 

     を支出 

   ⑥ 消防局  防災コミュニティ育成事業助成として 

          港島自治連合協議会に 

                            １４０,０００円 

     を支出 

   ⑦ 住宅都市局 第２５回港島たそがれコンサートに交際費として 

           港島自治連合協議会に 

                            ２０,０００円 

     を支出 

   ⑧ 住宅都市局 港島新年祝賀交歓会に交際費として 

           港島自治連合協議会に 

                            ２０,０００円 

     を支出 

平成２７年度支出総計            ３,５７７,１６４円 

 

（平成２８年度） 

  ① 中央区   港島「たなばたコンサート」補助として 

港島福祉協力会に 

   ３００,０００円 

を支出  

   ② 中央区   港島「敬老のつどい」補助として     

港島福祉協力会に 

２００,０００円  

     を支出 

   ③ 中央区   港島「クリスマスコンサート」補助として 

           港島福祉協力会に 

                           １５０,０００円  

     を支出 
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   ④ 中央区   広報 KOBE・区民広報紙の配布業務手数料として 

           港島福祉協力会に 

                           ６５２,７６４円  

     を支出 

   ⑤ 中央区  地域福祉センター指定管理料として 

港島福祉協力会に 

１,３３４,４００円 

を支出 

⑥ 中央区   ふれあいのまちづくり活動助成として 

           港島福祉協力会に 

                          １,０６０,０００円 

     を支出 

⑦ 消防局   防災コミュニティ育成事業助成として 

           港島自治連合協議会に 

                            １４０,０００円 

     を支出  

   ⑧ 住宅都市局 第２６回港島たそがれコンサートに交際費として 

           港島自治連合協議会に 

                           ２０,０００円 

    を支出 

 ⑨ 住宅都市局 港島新年祝賀交歓会の交際費として 

           港島自治連合協議会に 

                            １５,０００円 

     を支出 

    平成２８年度支出総計           ３,８７２,１６４円 

 

   【違法支出 ⑬】 

   ① 平成２７年度、平成２８年度だけで、総額７,４４９,３２８円が 

    港島自治連合協議会、港島福祉協力会に補助金、助成金、手数料、 

    交際費等の名目で支出されている。 

   ② 広報 KOBE・区民広報紙の配布業務手数料については、配布戸数 

    が８,０００戸近くあるので、多額になっているが、受託者（実際に 

    配布する方）が誰であるのかは不明であり、手数料の適正な履行確認 

は行われていない。 

   ③ 地域福祉センター指定管理料 

     平成 27 年度港島地域福祉センター（指定管理）決算報告でも、すで 
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に多額の補助金が支出されている港島たそがれコンサートや、分担金 

が支出されている港島ミニマラソン準備等の内容が書かれており、地 

域活動支援という名目で、港島福祉協力会に対して神戸市から 2 重３ 

重に公金が支出されている実態が明らかであり、違法な支出である。 

   ④ ふれあいのまちづくり活動助成については、各種交流事業（２００, 

０００×５事業＝１,０００,０００円）と記載されているが、クリスマ 

スコンサートなどはすでに中央区から補助金の支出がなされており、2 

重計上されている。たなばたコンサートについても補助金の支出がな 

されており、2 重計上が常態化している。その他の事業についても、 

２００,０００円の内訳は全くなく、適正な支出とは認めがたいもので 

ある。さらに、他地域のふれあいのまちづくり活動助成金は 10 万円台 

であることから、港島福祉協力会への補助金が突出していることも問 

題である。 

   ⑤ 防災コミュニティ育成事業についても、防災ポスターの配布等の内 

    容であり、港島自治連合協議会への渡しっきりの補助金であることか 

ら、適正な履行確認ができない支出である。 

   ⑥ 交際費の支出として計上されているものは、港島自治連合協議会の 

    新年交歓会に出席し、ポートピアホテルでの飲食を伴うものであり、 

    一自治会に対する支出としては常軌を逸したものであり、違法な支出 

    といわざるを得ない。また、中央区から多額の支出を行いポートピア 

ホテルで実施されている港島たそがれコンサートに神戸市の幹部職員 

が交際費を支出し出席することも 2 重の公金支出となり、正当性を担 

保できない違法な支出である。 

 

 以上のことから平成27年度及び平成28年度に港島自治連合協議会、 

港島福祉協力会に対して支出された約７５０万円もの公金はいずれも 

公平性、妥当性を欠き、透明性を担保できない支出であることから違 

法な支出であることは明らかである。 

     

３ 港島関連諸団体を巡る違法・不当な補助金問題の背景について 

  

① ポートアイランドは神戸市が１９６０年～８０年度にかけて、神戸港沖 

  に約５５００億円をかけて造成した４４３ヘクタールの人工島で、１９８ 

０年３月に街開きした。１９８４年に自治会組織・港島自治連合協議会を 

設立して以来、安田登氏が会長として地域の様々な問題に関わってきた。 

 ② 神戸空港、医療産業都市、大学施設、大規模商業施設の開設、大阪湾岸 
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道路西伸など、神戸市と港島自治連合協議会との話し合い、地元の承認の 

確保等の機会が増加するにつれて安田登氏に権限が集中する仕組みが構築 

されてきたものと思われる。 

 ③ 神戸市は長年の間に、みなと総局、中央区をはじめ神戸市の各部局や外 

郭団体ＯＭこうべ・中央区社会福祉協議会等と港島関連団体（港島自治連 

合協議会・港島福祉協力会・港島ふれあいセンター、港島東児童公園管理 

会・東児童公園管理委員会・神戸市立港島学校施設開放運営委員会・【神戸 

マラソン・港島ミニマラソン実行委員会】・港島けんこうクラブ等＊その全 

ての代表に安田登氏が就いている）との間に、他の自治会等の団体とは異 

なった関係性を生み出して来たものと思われる。 

 ④ 上記の、多くの補助金・委託料・指定管理料・助成金において、要綱や 

  規則等のルールを無視した特例扱い、法令に基づかない決裁等によって、 

  年間１億５０００万円にものぼる公金等が特定の人物が関わる港島関連団 

体に支出され続けてきているのは、神戸市各部局・外郭団体等との特殊な 

関係性が背景にあるものと思われる。 

 ⑤ ほとんど全ての事業において、神戸市各局・外郭団体等は港島関連団体 

に支出された公金等の履行確認、事業完了報告、収支決算報告、契約書・ 

領収書等の提出等について厳正な対応を行なわず、法令に基づいた公金の 

適正な執行について確認を放棄している。行財政局が取りまとめた「港島 

関連団体に関する補助金等に係る調査結果報告」において、港島関連団体 

への聴き取り、調査等を一切行わないまま、全て行政の事務的なミスであ 

ったという誰も納得しない説明で、神戸市と港島関連団体との間の長年に 

わたるしがらみや癒着構造に触れないまま幕引きを図ろうとしている。 

 ⑥ 神戸市立「港島学園」を巡っては、平成２７年１０月に開催された「第 

２５回港島たそがれコンサート・第４回港島学園音楽祭」をめぐって、安 

田 登氏が「港島学園」に不当介入した問題では、神戸市教育委員会は、 

安田 登氏の言動や行為について、神戸市のコンプライアンス条例に基づ 

く不当要求と判断し、平成２８年１２月、安田登氏による港島学園と港島 

幼稚園への立ち入り禁止することなどを決定し、教育長名で安田 登氏に 

文書を送付した。それまでも、安田登氏は学校運営や地元の「港島自治連 

合協議会」との意見の食い違いなどを度々指摘し、管理職に「わび状」を 

書かせる等の不当介入を続けていたとの報道もある。 

 ⑦ 中央区役所の元部長は数年前、安田登氏から民生委員協議会の分担金を 

巡って争いが起こり、もみ合いになる等で１１０番通報するなどの事実が 

あった。数日後、上司から会長あての「わび状」を書くよう命じられ、「市 

民に公平・平等に接するべき公務員に、組織ぐるみで特定の人物を特別扱 
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いさせる役所に嫌気が差した」と定年前に退職した。２０１５年には、安 

田登氏の関連団体への補助金支出のあり方や、神戸市との関係を問題視す 

る文書「港島自連協に係る現状について」を作成し、岡口憲義副市長に報 

告した。安田登氏が特定の区役所職員の異動を強く要請したり、各局が港 

島ふれあいセンター等に支出している補助金や指定管理料等が把握できる 

状況になかったりする問題を報告。「会長との関係が継続される場合、少な 

くとも区政運営には責任が持てない状況」であるとしている。 

 その上で、港島の地域団体と行政との健全な関係を回復するため、金銭 

の流れを明確にし、支出内容や手続きを検証すべきと指摘。市の各局と区 

役所、外郭団体で、補助や委託の内容と手続きをコンプライアンス上の観 

点や他地域の状況と比較して調べるよう求める文書も作成していた。 

 ⑧ 「神戸市の透明化の推進及び公正な職務執行の確保に関する条例」（コン 

プライアンス条例）に規定されている不当要求行為に該当する様々な事実 

を指摘し、問題解決の方策を記した文書を受領した岡口副市長は、当該文 

書を「私的文書」であるとし、問題が発覚するまで市長にも報告せず、隠 

蔽ないし握りつぶし、問題解決の対策を講じることはなかった。 

 議会でも、一貫して安田登氏からの不当要求はないとの答弁を繰り返し、 

神戸市の組織として、港島関連団体と神戸市各局の不正常な関係や長年に 

わたる癒着構造を認めないという姿勢を取り続けている。 

 ⑨ 通常は、自らの間違いを認めない行政が、なぜか安田登氏に対してだけ 

は驚くべき早さで、関係部局の責任者たちが「迷惑をかけて申し訳ありま 

せんでした。会長は全く悪くありませんでした。」という内容の文書を作成 

し、港島自治連合協議会の住民に配布している。 

・平成２９年３月１７日 港島学校園施設開放運営委員会  

会長 安田 登 様 

教育委員会事務局 社会教育部長 日下 優 

  「港島学校園施設開放事業の補助金等に関する調査結果について」 

・平成２９年３月２８日 港島自治連合協議会 各位 

 神戸みなと総局 局長 吉井真 

「補助金等の適切な執行の点検について」（みなと総局関連分） 

・平成２９年３月２９日 港島福祉協力会 会長 安田 登 様 

 神戸市中央区長 田上 勝清 

「港島地域福祉センターの管理運営について」（ご報告） 

・平成２９年３月３０日 港島自治連合協議会 各位 港島高齢者対策委 

員 各位 

保険福祉局長 三木 孝 
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  「港島高齢者対策委員会の会計処理について」 

  ・平成２９年３月３０日 港島福祉協力会 会長 安田 登 様 

   神戸市こども家庭局 こども企画育成部長 山本 泰生 

  「港島児童館の管理運営について」 

  ・平成２９年３月３１日 港島にお住まいの皆様へ 

   神戸市みなと総局長 吉井 誠  

（株）ＯＭこうべ代表取締役 山本朋廣 

  「港島ふれあいセンターと港島けんこうクラブの運営体制について」 

 ⑩ 「会長自身に一切の不正はなく、全て神戸市のミスであった」とする大 

  量の文書を神戸市の各部局が出すことで、神戸市と港島関連団体にどのよ 

うな関係や癒着があったのかという問題の闇に蓋をしようとしていること 

は明らかである。 

安田 登氏は、平成２９年３月３１までに、港島関連団体の全ての役職 

  を辞任し児童館や地域福祉センターの管理運営を受託していた事業から退 

  く意向を神戸市に伝えた。 

   しかし、そのことで港島関連団体と神戸市を巡る多くの問題が解決した 

訳ではなく、追及すべき神戸市の闇の深さがより明らかになったというべ 

きである。 

第２ 求める措置 

（１）神戸市や外郭団体が港島関連団体に対して行なった違法・不当な巨額 

の補助金等の支出に関わった神戸市長・所管局室区の担当者等は連帯 

してその損害を補填する措置を講じること。 

 （２）港島関連団体に対して適正な履行が確認できない補助金等の返還を求 

める措置を講じること。 

 （３）神戸市及び外郭団体と港島関連団体との長年にわたる癒着構造を明ら 

かにし、公平性・平等性・透明性が確保できる神戸市の組織風土を確 

立する措置を講じること 

 

以上、地方自治法第２４２条第１項の規定により、別紙事実証明書を添え

て、必要な措置を請求する。 

 

                       平成２９年５月１８日 

 

神戸市監査委員 殿 
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請求人 

住 所                      

氏 名                              印 

職 業                

住 所                      

氏 名                              印 

職 業                

住 所                      

氏 名                              印 

職 業                

住 所                      

氏 名                              印 

職 業                

住 所                      

氏 名                              印 

職 業                
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請求人 

住 所                      

氏 名                              印 

職 業                

住 所                      

氏 名                              印 

職 業                

住 所                      

氏 名                              印 

職 業                

住 所                      

氏 名                              印 

職 業                

住 所                      

氏 名                              印 

職 業                
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第３     事 実 証 明 書 

 

（１） 神戸新聞 ２０１７年（平成２９年）５月２日 朝刊  １面 

（２） 神戸新聞 ２０１７年（平成２９年）５月２日 朝刊 ２５面 

（３） 港島関連団体に関する補助金等に係る調査結果報告 

    平成２９年３月１７日 行財政局 

（４） 港島学校園施設開放事業の補助金等に関する調査結果報告 

    平成２９年３月１７日 神戸市教育委員会 

（５） 港島関連団体に関する補助金等に係る調査結果報告について 

   （追加）平成２８年度、平成２７年度 

（６） 神戸新聞 NEXT【2017/3/17】 

「神戸・不明朗補助金『不正請求ない 事務のミス』市一問一答 

 （７） 神戸市立学校施設開放事業要綱 

 （８） 別表(第５条関係) 指定管理料 港島児童館 

 （９） 神戸市立幼稚園園庭開放事業（幼児のひろば）要綱 

 （１０）港島学校園 補助金内訳 

 （１１）神戸新聞 NEXT【2017/3/15】 

        「施設運営費６０００万円 補助金の支出突出 神戸」 

 （１２）平成２８年度 第２６回港島たそがれコンサート・第５回音楽祭経 

費の支出 

 （１３）物品購入発注書（会場施設利用料及びリハーサル等費用一式） 

 （１４）平成２７年度 神戸マラソン・港島ミニマラソン 収支計画書 

 （１５）平成２７年度 神戸マラソン・港島ミニマラソン 実績報告書 

（１６）神戸新聞 NEXT【2017/3/17】 

   「神戸・不明朗補助金 ポーアイのジムに年７千万円」 

（１７）平成２４年度 中央区ふれあいのまちづくり助成対象事業一覧 

（１８）神戸新聞 NEXT【2017/2/23】 

   「神戸市から不明朗補助金 自治会長、学校出入り禁止に 市教委 

   【行事で不当要求】 

（１９）神戸新聞 NEXT【2017/2/26】 

   「神戸『港島学園』 自治会長 再三運営介入か 方針に不満 校長 

    らが謝罪文」 

（２０）神戸新聞 NEXT【2017/3/8】 

   「神戸市元幹部『どうかつ受けた』市政介入問題 
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（２１）神戸市政の透明化の推進及び公正な職務執行の確保に関する条例 

（２２） 神戸市議会会議録  平成２９年第１回定例市会（２月議会）       

（第６日）２５頁～３６頁（今井まさこ議員の質疑部分） 

（２３） 神戸新聞 NEXT【2017/3/7】 

         「神戸・不明朗補助金『お願いしたことない』会長一問一答 

（２４） 神戸新聞 NEXT【2017/3/31】 

     「不明朗補助金 男性会長が役職辞任し委託業務撤退」 

（２５） 神戸市行財政局作成資料「港島関連団体に関する補助金等に係る 

     調査結果（根拠資料・参考資料一覧）」 

 


